
令和８年度建設業経営者研修会
１ 建設業許可について
２ 建設業法に基づく法令遵守指導
３ その他
４ 経営事項審査について



はじめに



不当な情報提供要求対応・情報漏洩防止

○入札結果の公表など、入札手続の透明性を図る一方で、次の事
項は落札者決定までは非公表の情報として取り扱っている。

○非公表の情報
・一般競争入札の参加者名、数
・予定価格2,500万円以上（舗装工
事は1,200万円以上）の予定価格
・指名競争入札の指名業者名、数
・総合評価方式の技術評価点
・最低制限価格
・調査基準価格
・設計単価 等

○ 県職員に対し、非公表の情報を
聞き出そうとする行為が
確認された場合は

指名停止措置を講じるなど、
厳正に対処していきます
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１ 建設業許可について



テキスト１ページ
一式工事・・・土木一式、建築一式
専門工事・・・大、左、と、石、屋、電、管、タ、鋼、筋、舗、しゅ、板、ガ

塗、防、内、機、絶、通、園、井、具、水、消、清、解

一式工事の許可を取得していても、５００万円以上の専門工事を請け負うこと
は出来ません。その工事に対応する専門工事の許可が必要です。請け負った場合
は、建設業法違反となり、監督処分の対象となります。

テキスト３ページ
○特定建設業の金額要件（令和７年２月改正）
発注者から直接請け負った一件の建設工事（元請工事）について、下請契約の

合計金額が
４，５００万円以上→５，０００万円以上

（建築一式工事）７，０００万円以上→８，０００万円以上 ※税込



テキスト４ページ

建設業許可の要件

（１）経営業務の管理責任者（経管）の設置
（２）社会保険への加入
（３）営業所技術者等の配置
（４）誠実性
（５）財産的基礎又は金銭的信用



テキスト４〜７ページ
（１）経営業務の管理責任者（経管）の設置
○経管の要件を満たす者
許可申請者の常勤役員又は個人事業主であり、
・法人の役員等又は個人事業主→５年以上
・法人の役員等又は個人事業主を直接補佐する役職→６年以上

※建設業の経営経験が５年未満の場合でも、許可申請法人・事務所において
財務管理や労務管理、業務運営等の経験を有する者を補佐人として配置す
ることにより要件を満たします。

（具体例）
経管 ︓建設会社の取締役を３年＋建設会社の財務管理担当部長を２年
補佐人︓許可申請会社で建設業に係る財務管理、労務管理、業務運営を５年



テキスト７ページ
（２）社会保険への加入
○加入義務のない事業所
・健康保険 常用労働者が５人未満の個人事業所

建設国保等に加入している事業所

・厚生年金保険 常用労働者が５人未満の個人事業所

・雇用保険 常用労働者がいない事業所

取締役や事業主とその家族のみの事業所が、新たにそれ以外の従業員を雇用し
た場合、雇用保険適用事業所となるので、その際は速やかに加入手続きを行い、
建設業許可の変更届を提出してください。



テキスト８ページ
（３）営業所技術者等の設置
令和６年１２月改正
専任技術者→営業所技術者等 ※要件に変更は無し
営業所技術者「等」・・・一般 営業所技術者

特定 特定営業所技術者

①営業所毎に契約を結ぶ工種に合った営業所技術者等を配置してください。
②営業所技術者等は、専任を求められる工事現場や営業所から遠方の工事現場に
配置することは原則できません。遠方の基準としては、営業所から工事現場ま
で片道２時間を目安としてください。

テキスト５２〜５７ページ
営業所技術者等資格区分一覧
「７※」・・・指定学科を修めた大卒又は高専卒と同等程度（資格＋実務３年）
「７○」・・・指定学科を修めた高卒と同等程度（資格＋実務５年）



テキスト１２ページ
（６）欠格要件

テキスト１２ページ、１３ページの①から⑭のいずれか（許可の更新を受け
ようとする場合は、①又は⑦から⑭までのいずれか）に該当するとき欠格要件
に該当します。
＊欠格要件に該当した場合は届出が必要です。

①破産者で復権を得ないもの
②法第２９条第１項第７号又は第８号に該当することにより一般建設業の許可又
は特定建設業の許可を取り消され、その取消しの日から５年を経過しない者

⑤法第２８条第３項又は第５項の規定により営業の停止を命ぜられ、その停止の
期間が経過しない者

⑦拘禁刑以上の刑に処せられ、その刑の執行を終わり、又はその刑の執行を受け
ることがなくなった日から５年を経過しない者 等



テキスト１４・１５ページ
許可の有効期間 ５年間
許可の更新申請は、有効期間満了の前３０日以内に提出︕
受付は有効期間満了の３ヶ月前から行っています。早めの提出を︕
※期限までに更新申請をしなかった場合、許可は失効となり、新規で許可を取り
直す必要があります。

更新申請の際に、過去５年間における「決算変更届」の提出を確認します。未
提出の年がある場合は、審査をしません。
また、更新に伴い、未提出分の決算変更届を提出する方もいますが、そのよう

なことがないようにしてください。



１５ページ
証紙販売について



テキスト１６ページ
許可申請書の提出部数は２部（各種変更届も）
ＯＡ化用入力表の提出は不要

原本必要・・・雇用保険納入証明書、登記簿、納税証明書、残高証明書、住民票
身分証明書、登記されていないことの証明書 等

原本不要・・・標準報酬決定通知書、資格者証、卒業証明書 等

テキスト１８ページ
営業所の写真は外観全景、入口付近、内部全景の写真を添付
看板（表札）は風雨に耐える素材で作成し、公道から見える場所に設置（固定）
※看板（表札）の商号は許可申請書及び登記簿どおりの商号で表記



テキスト１８ページ
○経営業務の管理責任者に関する確認資料
１．経営経験が認められる地位にあったことの確認資料
（例）登記簿（法人役員）、確定申告書第１・２表の控え（個人事業主） 等
２．建設業を営んでいたことの確認資料
（例）契約書、注文書、請求書 等

※過去に建設業許可業者で経管になっていた場合は、
当該許可業者の許可申請書の副本（表紙、経管証明書）を添付



テキスト２６ページ
○営業所技術者等に変更があった場合（提出期限︓事実発生後２週間以内）

辞任する技術者
「営業所技術者等証明書」をそれぞれ作成

新任の技術者

営業所技術者等が退職等した場合は、それと同時に有資格者に交代させる必要
があります。営業所技術者等の要件を満たす有資格者がいない場合は、業種の一
部廃業等の手続きを行う必要があります。



テキスト２６ページ
○健康保険等の加入状況（提出期限︓事実発生後２週間以内）
健康保険等の加入義務が発生した場合は速やかに加入手続を行い、変更届を提

出してください。

テキスト２７ページ
○営業所の名称又は所在地（提出期限︓事実発生後30日以内）
・住民票の変更があった場合
登記簿及び「市町村が発行した住居表示の変更を証明する書面」を添付してく

ださい。
・電話番号・ファックス番号に変更があった場合
登記簿の添付は必要ありません。



テキスト２７ページ
○「役員等」に変更があった場合（提出期限︓事実発生後３０日以内）
「役員等」・・・法人役員、５％以上の株を保有する個人株主 等

※変更届を提出する際は、新しく就任する役員等氏名の読み方、性別、株主・株
数の変更の有無について付箋等に記載して書類に貼付してください。

テキスト２９ページ
○建設業の全部又は一部廃業（提出期限︓事実発生後３０日以内）
許可業種廃止する場合は、全部、一部を問わず廃業届を提出する必要あり

※営業所技術者等の変更を伴う一部廃業の場合は、提出期限は２週間以内



テキスト２９ページ
○決算変更届（提出期限︓決算後４ヶ月以内）
毎年必ず提出してください︕ ※郵送での提出の場合は、消印有効

決算変更届を提出していない年がある場合、許可の更新や業種追加等はできま
せん。また、決算変更届の提出時期が遅れると、経営事項審査の受審時期も遅れ
る可能性があります。

決算変更届の即日審査の時間変更について
令和７年９月１日から即日審査の受付時間を変更いたしました。

【変更前】
午前︓ ９時３０分〜１２時００分 午後︓１３時００分〜１５時００分

【変更後】
午前︓１０時００分〜１１時３０分 午後︓１３時００分〜１４時３０分



テキスト３０ページ
○建設業者の地位の承継
＜要件＞
①事業譲渡によって、建設業の全部を承継先に承継すること
※承継しない業種がある場合は、承継元において事前に一部廃業の必要あり
②承継の事実が発生する前に申請を行い、認可を受けること
③承継元が一般（特定）建設業の許可を受けている業種について、承継先が特定
（一般）建設業の許可を受けていないこと
④承継後の全ての業種について、承継先が許可要件を満たすこと

以上の要件を満たしたうえで、承継の事実発生日の４５日前までに書類完備の
状態で申請してください。なお、相続については、被相続人の死亡後３０日以内
に申請してください。



テキスト３７〜３８ページ
建設業許可・経営事項審査の電子申請について
○申請にあたっての注意事項
・申請者の入力画面は、行政庁側で確認することができないので、入力方法等
の質問に関しては、ＪＣＩＰヘルプデスクまでお問い合わせください。

【ＪＣＩＰヘルプデスク（0570－033－730） 平日 ９︓００〜１７︓００】

・本県は、収入証紙の電子納入には対応しておりません。納入の際は、郵送又
は窓口提出となります。

・本システムは「事前認可」に対応しておりません。

・経営事項審査を電子申請する場合は、有効期間が満了する月の前月末までに
は申請してください。

※経営事項審査については、対面での審査に比べ、かなりの日数を要します。



２ 建設業法に基づく法令遵守指導



テキスト２１８ページ
○建設工事の請負契約の内容（建設業法第１９条）
① 工事内容
② 請負代金の額
③ 工事着手の時期及び工事完成の時期
④ 工事を施工しない日又は時間帯の定めをするときは、その内容
⑤ 請負代金の全部又は前金払又は出来形部分払の支払時期及び方法
⑥ 契約内容の変更に関する定め
⑦ 天災等による工期の変更又は損害の負担等に関する定め
⑧ 価格変動等による請負代金の額又は工事内容の変更
⑨ 第三者が損害を受けた場合の賠償金の負担に関する定め
⑩ 工事に使用する資材又は機械等を貸与する場合は、その内容及び方法に関
する定め

⑪ 工事完成を確認するための検査の時期及び方法並びに引渡しの時期
⑫ 工事完成後における請負代金の支払時期及び方法
⑬ 工事の目的物が種類又は品質に関して契約の内容に適合しない場合におけ
るその不適合を担保すべき責任又は履行に関して講ずべき保証保険契約の締
結その他の措置に関する定めをするときは、その内容

⑭ 債務不履行等の場合の違約金
⑮ 契約に関する紛争の解決方法

※注文書・請書の交換による契約の場合でも、上記の項目を網羅する必要あり



テキスト２２１ページ
○配置技術者等について
（令和７年２月改正）

○営業所技術者等と配置技術者の兼務
所定の要件（テキスト２２５ページ）を満たせば兼務可能

県本土の営業所技術者等が離島の現場に行く、離島の営業所技術者等が本土の
現場に行くことは、要件にある移動時間等の観点から、物理的にできないものと
考えております。違反した場合は、行政指導又は行政処分の対象となります。

５，０００万円以上
（８，０００万円以上）

監理技術者の配置を要する下請代金
（建築一式の場合）

４，５００万円以上
（９，０００万円以上）

専任を要する工事の請負代金
（建築一式の場合）



テキスト２２５ページ



テキスト２２８ページ
○建設業法改正（令和６年１２月施行）による配置技術者の要件緩和
（ア）専任特例１号



テキスト２２８ページ
（イ）専任特例２号

＜監理技術者補佐の資格等＞
・１級技士補又は主任技術者となる要件を満たす者
・監理技術者となる要件を満たす者



テキスト２３４ページ
○施工体制台帳の整備
施工体制台帳を作成しなければならない下請金額 ５，０００万円以上

（建築一式工事の場合） ８，０００万円以上
※公共工事については、全ての工事で作成が必要です。

テキスト２３７ページ
○建設業者に対する指導及び監督

指導及び勧告 ＜ 行政処分
指示処分 ＜ 営業停止処分 ＜ 許可取消処分

行政処分指導及び勧告
指示処分
営業の停止処分
許可の取消処分

建設工事の適切な施工を確保し、建
設業の健全な発展を図るために必要
な指導、助言及び勧告



テキスト２３９〜２４０ページ
○建設キャリアアップシステム（ＣＣＵＳ）
建設キャリアアップシステムとは、
技能者一人ひとりの就業実績や資格を登録し、技能の公正な評価、工事の品質

向上、現場作業の効率化などにつなげることを目的としたシステム

システムを利用する利点
・工事現場入退場時にＩＣカードを用いることによる入場管理等の効率化
・建退共の電子申請との連携による事務手続の効率化 等

システム普及促進のための取組
・工事成績評定の「創意工夫」で加点
・総合評価落札方式において加点（令和５年度から）



テキスト２４１ページ
○建設工事関係統計調査への協力

本県での回収率は約６割
統計調査へのご協力、よろしくお願いいたします。

建設工事施工統計調査建設工事受注動態統計調査

年１回毎月実施周期

毎年７月中旬〜下旬調査月の翌月７日提出期日

最寄りの地域振興局，支庁最寄りの地域振興局，支庁提出先



テキスト３５６ページ
○一括下請負の禁止
一括下請負については、
発注者が建設業者に寄せた信頼を裏切ることになること
中間搾取
工事の質の低下
労働条件の悪化
実際の工事施工の責任の不明確等の発生
施工能力がない商業的ブローカー的不良建設業者の輩出等

以上の理由から、元請であるか、下請であるかを問わず禁止されています。

一次下請負人が元請負人から一括して請け負った場合、下請としてきちんと仕
事をしていても、元請負人だけでなく、下請負人も営業停止処分等といった監督
処分の対象となります。



テキスト２４２ページ
○建設業法令遵守ガイドライン

テキスト３６１ページ
○社会保険の加入に関する下請指導ガイドライン
法令上加入義務のある保険については、適切に加入してください。なお、下請

指導ガイドラインは加入義務のない保険に加入することまでは求めていません。

テキスト４１４ページ
○電子入札システムＩＣカードの手続について
ＩＣカードの届出書・変更届出書については、令和６年から郵送又は持参だけ

でなく、電子申請でも受け付けております。

テキスト４１８〜４２３ページ
○下請セーフティネット債務保証、地域建設業経営強化融資制度 等



３ その他
（入札、浄化槽、解体、住宅瑕疵担保）



テキスト４２４ページ
○県建設工事入札参加資格審査について
令和８年度は令和９・１０年度資格の審査

＜資格要件＞
ア 令和７年４月１日〜令和８年３月３１日の間に迎えた決算日（審査基準
日）における経営事項審査を受審し、結果通知書を受領していること

イ 審査基準日の直近２年間の間に申請業種の工事実績があること

ウ 役員等が暴力団等でないこと

エ 社会保険に加入していること

＜申請時期＞ 令和８年８月４日から１０月１９日

＜資格の有効期間＞ 令和９年４月１日〜令和１１年３月３１日

申請様式等は県ホームページをご確認ください



○令和９・10年度の入札参加資格の評価項目からの変更点

①技術職員
・舗装診断士の点数を２点から４点に引き上げ
・登録基幹技能者の対応業種に土木一式と建築一式を追加
②研修会参加
・対象となる研修会に「舗装施工管理技術者・舗装診断士講習会」を追加
ただし、点数の上限は１年につき３点

③建設業関連表彰実績
・対象となる表彰に「建設人材育成優良企業表彰」を追加
④舗装機械保有
・対象となる機械に「モーターグレーダー」、「ロードローラー」、「タイヤローラー」を追加
ただし、アスファルトフィニッシャーを所有していることが条件

（参考）
○継続学習支援制度
経営事項審査において評価対象であることを踏まえ、評価項目から削除



テキスト４３３ページ
○浄化槽工事業の登録及び届出
浄化槽工事を請け負う場合には、５００万円未満の軽微な工事を含め、浄化槽

工事業の登録、または、特例浄化槽工事業者としての届出が必要です。

浄化槽工事業登録業者及び管の許可を取得していない特例浄化槽工事業者は、
５００万円以上の浄化槽工事を請け負うことはできません。

※特例浄化槽工事業者は、浄化槽法により、建設業許可の更新後には「特例浄化
槽工事業者届出事項変更届出書」の提出が必要です。

特例浄化槽工事業者浄化槽工事業登録業者
建設業の許可（土木、建築、管のい
ずれか）

建設業の許可なし



テキスト４５１ページ
○解体工事業の登録制度
解体工事を請け負う場合には、５００万円未満の軽微な工事を含め、解体工事

業の登録か、土木、建築、又は解体いずれかの建設業許可を取得している必要が
あります。

５００万円以上の解体工事を請け負う場合には、解体工事の建設業許可が必要
です。

テキスト４６７ページ
○住宅瑕疵担保履行法に基づく届出
基準日（毎年３月３１日）以前１０年間に新築住宅の引き渡しを行った場合は、

基準日における資力措置状況や引渡実績等を県に届け出る必要があります。
＜届出を行わない場合＞
新たに新築住宅の請負契約を締結することが禁止されることも

※基準日前過去１０年間のうちに１戸でも引き渡し実績があれば、届出が必要



４ 経営事項審査について



経営事項審査（経審）とは
公共工事を発注者から直接請け負おうとする建設業許可業者が必ず受けなけれ

ばならない審査であり、経営規模、経営状況、技術力等、企業の総合力を客観的
な基準によって審査するもの

令和８年７月１日改正
１．「建設技能者を大切にする企業の自主宣言制度」の宣言の有無【新設】

２．建設機械の保有状況【拡大】
・不整地運搬車、アスファルト・フィニッシャの追加

３．「社会保険加入に関する評価項目」の削除
・雇用保険・健康保険・厚生年金保険の加入有無について審査項目から削除



テキスト３ページ
○審査基準日
審査基準日・・・直前の決算日（新規設立の場合は法人設立日または創業日）

審査は、直前の決算日が対象となるため、申請時に新しい審査基準日（決算
日）を迎えている場合は従前の審査基準日では審査を受けることができません。

※会社分割・合併または事業譲渡をした場合は、分割・合併の日または譲渡日を
審査基準日として受審することができます。



テキスト３ページ
○経審結果の有効期間
有効期間・・・審査基準日（決算日）から１年７ヶ月

※有効期間が切れ目なく継続できるように、受審申込は有効期間の切れる２ヶ月
前までに行ってください。（受審時期の目安→テキスト３０ページ）

テキスト４ページ
○審査項目
「経営規模等評価（Ｘ、Ｚ、Ｗ）」＋「経営状況分析（Ｙ）」
国土交通大臣又は都道府県知事 登録経営状況分析期間

「総合評定値（Ｐ）」



テキスト１１３ページ
○建設工事に従事する者の就業履歴を蓄積するために必要な措置の実施状況
経審では、建設キャリアアップシステム（ＣＣＵＳ）の活用状況を加点対象と

しています。
＜加点要件＞
①審査基準日以前１年のうちに発注者から直接請け負った審査対象工事において
②建設工事に従事する者の就業履歴を蓄積する措置を実施しており、別記様式第
６号の誓約書を提出

審査対象工事とは
→審査基準日以前１年のうちに元請として契約した請負工事（未成工事含む）
※軽微な（建設業許可を必要としない）建設工事、日本国外で施工する工事、災
害応急工事は審査対象外です。
※契約当初は５００万円未満の軽微な工事であったが、請負金額の増額により５
００万円以上となった建設工事は審査対象工事となります。



テキスト１１４ページ
建設工事に従事する者の就業履歴を蓄積するための必要な措置とは

（１）ＣＣＵＳへ現場名組織情報、現場連絡先、現場事務所住所、電話番号等、
現場管理者、就業履歴蓄積期間、発注区分、有害物質の取扱の有無といっ
た現場契約情報の作成及び登録

（２）カードリーダーをかざして就業履歴を蓄積、顔認証による入退場の履歴を
登録等のＣＣＵＳへ直接入力によらない方法で就業履歴を蓄積できる体制
を整備

以上の（１）、（２）を整備することを指します。

※就業履歴を蓄積する措置は竣工までに行うこと



テキスト１９ページ
○経営事項審査受審までの主な流れ

決算変更届提出及び受付
↓

経営状況分析の申請
↓

往復はがきで受審申込
↓

県から審査日程及び審査会場を通知
↓

経営事項審査受審

※経営事項審査を電子申請する場合、受審申込は不要です。



テキスト２０ページ
○経営事項審査受審の際の注意点
・通知された日時屋会場でどうしても受審できない場合、または当日指定された
時間に間に合わない場合は必ずご連絡ください。
・経審の結果通知書は受領したら、速やかに申請書記載内容と確認を行い、通知
書の内容が申請書と異なる場合は、必ず通知書受領後３０日以内にご連絡くださ
い。ただし、審査時に提出した申請書の内容自体の変更はできません。
（例）技術者の資格コードを変更したい

完成工事高を２年平均から３年平均に変更したい など

テキスト２２ページ
○経審の申請書類、添付書類、持参書類について
提出部数 ２部 ＯＡ化用入力票の提出は不要
原本必要・・・建退共、納税証明書 等
原本不要・・・標準報酬決定通知書、資格者証 等



テキスト２６ページ
○建設機械の所有及びリースの台数に関する添付書類

・建設機械の売買契約書とカタログまたは写真については、各機械初回申請時の
み添付してください。
・リース契約書は毎回添付が必要です。

添付書類機械

特定自主検査記録表（写）
ショベル系掘削機、ブルドーザー
トラクターショベル、解体用機械
モーターグレーダー、締固め用機械、
不整地運搬車

自動車検査証（写）
※電子車検査証の場合は
自動車検査証＋自動車検査証記録事項（写）

ダンプ車、アスファルト・フィニッシャ

移動式クレーン検査証（写）移動式クレーン



テキスト２７ページ
○技術職員、技能者の雇用期間の確認書類
健康保険証がない場合→雇用保険被保険者資格取得等確認通知書

※標準報酬決定通知書の資格取得年月日欄又は適用年月日で雇用期間を確認でき
る場合もあります。
（例）事業所Ｘ・・・審査基準日は令和７年１０月３１日

技術者Ａ・・・令和５年９月からＸで勤務、令和７年８月に国家資格取得
Ｘの直近の標準報酬月額の改定が令和７年９月である場合、

「適用年月日が令和７年９月の標準報酬月額決定通知書」（直近の通知書）
＋

「適用年月日が令和６年９月の標準報酬月額決定通知書」（１つ前の通知書）

を確認することで、Ａが審査基準日以前６ヶ月以上、Ｘで雇用されていたこと
の確認が可能



テキスト２８ページ

申請業種ごとに 官公庁元請工事
民間元請工事
民間下請工事

の「契約書又は請求書」及び「元帳又は通帳」

※８１ページを参考に工事経歴書に番号の記入し、番号の付箋等を契約書・請求書な
どに貼り付けるなどの事前準備のご協力よろしくお願いします。



テキスト３３ページ
○申請する業種に関する留意事項
・経審については、工事実績がなくても申請は可能です。ただし、県の入札参加
資格の申請をする場合は、直近２年間のうちいずれかに申請業種の工事実績が必
要です。
・一式工事に専門工事を合算して経審を受けた場合、合算した専門工事について
は、県の入札参加資格の申請はできません。
（例︓土木一式にとび・土工を合算、建築一式に大工を合算 等）

経審を受審した後で、申請内容を変更することはできません。
（具体例）
・合算をやり直したい
・技術職員の有資格コードを変更したい
・完成工事高を２年平均から３年平均に変更したい 等



テキスト３４ページ
○建設工事と認められない工事

ア 砂利等の散布のみ（てん圧をした場合は、建設工事に該当）
イ 側溝清掃及び道路等の降灰除去
ウ 電気、消防施設等の保守点検及び部品等の交換
エ 電球、蛍光灯の取り替え作業
オ 造園工事等の場合の剪定、維持管理作業
カ 道路側帯及び河川等の伐採、除草作業
キ 仮設物（選挙時の掲示板等）の設置
ク 河川の中州、寄州除去、崩土除去（※）
ケ 土砂等の掘削等を伴わない伐開作業
コ 地質調査、測量調査
サ 海岸や港等の漂流物除去
シ 船舶や自動車に係る業務

※公共機関が建設工事として発注してる場合は建設工事として計上可能



テキスト５４ページ Ｑ１３
○経審時の常勤の技術職員の判断基準（建設業計理士についてはＱ４４参照）

※技術職員名簿に記載できる者は、常勤職員に限りますので、上記の判断基準に
該当したとしても、非常勤の取締役や勤務日数の少ない職員は記載できません。

①標準報酬月額決定通知書の提示がある者
②個人事業主又はその事業専従者
③従業員４人以下の個人事業所に勤務する者で、審査基準日以前
６ヶ月のうち１０万円以上の給与が支払われている月が４ヶ月以
上ある者

７５歳未満

役員報酬が支払われている者７５歳以上
（役員）

①標準報酬月額決定通知書の提示がある者
②個人事業主又はその事業専従者
③審査基準日以前６ヶ月のうち１０万円以上の給与が支払われて
いる月が４ヶ月以上ある者

７５歳以上
（上記以外）



テキスト６１ページ Ｑ３４
○技能者について
技能者名簿に記載する技能者に該当する者とは、
審査基準日以前３年間に建設工事に従事する者として施工体制台帳の作業員名

簿に記載された者です。
ただし、次の①〜③の者は除きます。
①建設工事の施工の監理のみに従事した者（監理技術者、主任技術者等）
②建設工事の施工に従事しない者（事務職員、ダンプの運転手等）
③６ヶ月を超える恒常的な雇用関係がない者

なお、施工体制台帳の作成義務については、Ｑ３５を参考にしてください。

※レベル向上者がいない場合は、技能者名簿は作成不要です。



テキスト６５ページ Ｑ４７
○建設機械のリースについて
経審で加点対象となる場合

→審査基準日から１年７ヶ月以上の使用期間があり、実質的に保有と同視しうる
リース契約を締結している場合

※リース契約の満了日が近づき、残りの使用期間が１年７ヶ月に満たない場合に
は、リース期間の延長について、リース会社との合意が確認できる書類も併せて
提出してください。



テキスト８４ページ
○記載例５ 技術職員名簿
経審上での監理技術者講習受講者の加点については、講習を修了した日から、

講習を修了した日が属する年の翌年の開始日から５年の間加点可能です。

（例）令和７年８月５日に講習終了した場合
◇加点可能期間◇

令和７年８月５日 〜 令和１２年１２月３１日
↑ ↑

講習修了した日

ＣＰＤ単位取得数については、ＣＰＤ認定団体ごとの数値を基に算出してくだ
さい。（テキスト１１２ページ 記載例２０参照）
１人あたりの上限は３０単位とし、２以上の複数団体から単位を取得している

場合は、いずれか１つの団体の数値を基に算出してください。

講習修了した日（令和７年８月５日）が属する年（令和７年）の
翌年の開始日（令和８年１月１日）から５年



テキスト８７ページ
○記載例６ その他の審査事項
公認会計士等の数
＜対象者＞
①国土交通大臣が指定する研修を受講した公認会計士
②国土交通大臣が指定する研修を受講した税理士
③（試験合格年度の翌年度から５年を経過していない）又は（登録経理講習の
受講年度の翌年度から５年を経過していない）１級登録経理試験の合格者

※③の具体例
令和７年８月３１日が審査基準日の場合
・令和２年度以降に１級登録経理試験に合格した者
・令和２年度以降に登録経理講習を受講した者

２級登録経理試験合格者についても、対象者は１級登録経理士と同様の取扱い
になります。



テキスト９９ページ
○記載例１６ 防災協定の証明書
証明書の証明年月日には原則として、審査基準日を記入してください。

テキスト１０６ページ
○記載例１８ 建設機械の保有状況、ＩＳＯ等の取得状況一覧表
＜特定自主検査日又は有効期間満了日＞
・ダンプ車、移動式クレーン、
アスファルト・フィニッシャ → 有効期間満了日

・上記以外の建設機械 → 特定自主検査実施日

ＩＳＯ等の取得状況については、認証範囲に建設業が含まれており、かつ建設
業法上の全ての営業所が認証書の関連事業所に含まれていることが必要です。



テキスト１１７ページ
「建設技能者を大切にする企業の自主宣言制度」に関する誓約書
○宣言日
審査基準日以前であること

○申請区分
・「A.取り組みを行う」→審査基準日時点で取組開始日に到達していない者は

取組開始日以降は自主宣言の取組を行う。

・「B.取り組みを行っている」→審査基準日時点で取組開始日が到来している者
は取組を行っている場合を指す。

なお、取組開始日以降に取り組みを行わなかった場合、
また、取組を行っていないにもかかわらず「取り組みを行っている」と宣言した
場合は虚偽申請となる恐れがあるため、留意してください。



説明は以上となります。
ご清聴ありがとうございました。


